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■一般廃棄物処理基本計画（ごみ編） 

１ 計画策定の趣旨 

前計画の策定から５年目となり、中間目標年度を迎えたことから、前計画で示した目標の達

成状況について評価し、必要な事項について見直しを行うとともに、新たに令和15年度（2033

年度）を目標年度とした一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）（以下「本計画」という。）を策定

し、適正な一般廃棄物処理の推進及び、ごみの減量化・資源リサイクル活動の推進等を目標と

する「循環型社会の構築」を目指すものです。 

 

２ 計画対象地域 

本計画の対象となる地域は、柏市（沼南地域）と鎌ケ谷市です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

本計画の期間は、前計画の最終目標年度である令和10年度（2028年度）を新たに中間目標年

度として、さらに５年先の令和15年度（2033年度）を最終目標年度とした10年間とします。 
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４ ごみ処理の現状 

 

４－１ ごみ総排出量 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 目標値の達成状況 

令和４年度（2022年度）における目標値の達成状況は、次のとおりです。 

項目 目標年度 目標値 R4年度実績値 

１人１日当たり 

ごみ総排出量 

（g/人・日） 

前計画 
Ｒ５ 

（中間） 
７５６ ７８３ 

１人１日当たり 

家庭系ごみ排出量 

（g/人・日） 

前計画 

(参考) 

Ｒ５ 

（中間） 
約５８０ ５９２ 

資源化率 

（％） 
前計画 

Ｒ５ 

（中間） 
約２８．３ １９．０ 

最終処分量 

（ｔ/年） 
前計画 

Ｒ５ 

（中間） 
３，０００以下 ３，４６８ 

令和４年度(2022年度)のごみ総排出量は、家庭系ごみが35,206トン、事業系ごみが

11,324トンです。平成30年度（2018年度）から令和２年度（2020年度）にかけてごみ総排

出量は増加し、令和３年度（2021年度）以降は減少傾向にあります。 

○家庭系ごみが 35,206トン（592g/人・日） 

○事業系ごみが 11,324トン（191g/人・日） 

○合わせて 46,530トン（783g/人・日） 
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５ ごみ処理の課題 

 

５－１ ごみ排出量削減 

〇家庭系ごみ排出量は更なる削減への対策が必要です。 

〇事業系ごみ排出量に関する実態把握や事業系ごみの発生抑制についても対策を講じていく

必要があります。 

〇食品ロス削減の対策を講じていく必要があります。 

 

５－２ 資源化 

〇生ごみ処理容器等購入費の補助等の啓発活動の促進による普及に取り組んでいく必要があ

ります。 

〇「製品プラスチック」の分別区分・処理方法等の変更について、検討する必要があります。 

 

５－３ 収集運搬 

〇ICT（情報通信技術）についても活用を検討していく必要があります。 

〇戸別収集の対象世帯が増加した場合の収集体制等についても検討する必要があります。 

 

５－４ 安定した中間処理の実施 

〇焼却施設では、施設全体の老朽化は進んでいることから、安全かつ安定的なごみ処理体制の

継続について検討する必要があります。 

〇資源化施設では、今後の安全かつ安定的なごみ処理体制の継続について検討する必要があり

ます。 

 

５－５ 最終処分量の削減 

〇最終処分量の削減には、ごみ排出量の削減が最も寄与することから、ごみ排出量の削減に

取り組むことが重要となります。その一方で、今後、資源化量の拡大についても検討する

必要があります。 

 

５－６ 住民、事業者への啓発活動 

〇前計画に基づき、様々なごみの減量や分別に関する啓発活動を実施してきましたが、前計画

の目標値については達成できていない状況です。 

〇住民や事業者への情報浸透が十分でない可能性があることから、柏市、鎌ケ谷市及び組合が

連携して啓発活動に取り組み、情報周知や環境教育に取り組む必要があります。 
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６ ごみ処理基本計画 

 

６－１ 基本理念と基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－２ 計画目標値の設定 

新たに目標値を設定する項目は、「１人１日当たり家庭系ごみ排出量」、「１人１日当たりご

み総排出量」、「資源化率」及び「最終処分量」とします。 

項目 

目標値 

令和10年度（2028年度） 

（中間） 

令和15年度（2033年度） 

（最終） 

１人１日当たり 

家庭系ごみ排出量 
５６２g/人・日 ５３７g/人・日 

１人１日当たり 

ごみ総排出量 

７４３g/人・日 ７１１g/人・日 

資源化率 

２１％ ２３％ 

最終処分量 

３，０００t/年 ２，７００t/年 

 

  

本計画の基本理念は、前計画の、適正な一般廃棄物の処理の推進及びごみの減量化・資

源リサイクル活動の推進等を目標とする「循環型社会の構築」の取り組みの継続とさらな

る推進を図り、未来の両市の持続可能な発展を推進していくことを目標に、前計画の基本

理念である「豊かな環境を未来へつなぐ、持続可能な循環型社会の実現へ」を維持するこ

ととします。 
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１）１人１日当たり家庭系ごみ排出量の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）１人１日当たりごみ総排出量の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和10年度（2028年度）に562g/人・日、令和15年度（2033年度）に537g/人・日 

令和10年度（2028年度）に743g/人・日、令和15年度（2033年度）に711g/人・日 
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３）資源化率の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）最終処分量の推移と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※最終処分量は、赤い点線で示しています。  

令和10年度（2028年度）に21％以上、令和15年度（2033年度）に23％以上 

令和10年度（2028年度）に3,000t/年以下、令和15年度（2033年度）に2,700t/年 
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６－３ 施策の体系と実施スケジュール 

（１）発生抑制・排出抑制・資源化計画 

ごみの発生抑制・排出抑制及び資源化を効率的かつ効果的に推進していくためには、住民、

事業者、行政の協働を更に推進するとともに、それぞれの役割を理解し、この三者が主体的な

取り組みを実践していくことが重要です。 

組合及び構成団体は、住民・事業者の取り組みに係る情報の提供、啓発等を行うとともに、

住民・事業者が主体的にごみ減量に関わることができるような施策の実施を目指します。 

 １）住民に向けた施策 

 

２）事業者に向けた施策 

 

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

･ホームページ、広報、ごみ減量や分別に関する小冊子、ごみ

  分別アプリ等、住民に向けた効果的な情報提供方法に関

  する検討、実施

構成団体

･住民のライフスタイルの転換や住民が自らリサイクル行動

  を起こせるような取組みを推進するため、ごみ分別出前

  講座や各種広報などを通じた働きかけの実施

構成団体

･マイバッグの利用促進について、ホームページ・アプリ等で

  啓発を実施
構成団体

･紙ごみの分別徹底を図るため、ごみ分別出前講座や各種

  広報などを通じた働きかけを実施
構成団体

･小型家電リサイクル関係のボックスや使用済みインクカー

  トリッジの回収箱設置等の実施

組合

構成団体

･粗大ごみの有効利用の促進につながる効果的なリユース

  の手法等について検討

組合

構成団体

･物の再使用・再生利用・持続可能な循環型社会構築のため

  に有効な取り組みに関する啓発・情報提供
構成団体

②子供たちを対象と

　した環境学習の充

　実

･子供たちのごみ減量、資源化等への協力や取り組みに関

  する意識を高めるため、出張授業や社会科見学、プリント

  の配布、環境プロジェクト等、環境学習の充実

組合

構成団体

③他部署及び大学等

　との連携による環

　境教育に関する施

　策

･他部署・大学等との連携による環境教育の効果的な施策

  の方向について検討、実施
構成団体

①循環型社会構築の

　ための取り組みに

　関する普及啓発

実施（継続）

実施（継続）

実施（継続）

実施（継続）

検討・実施（継続）

実施（継続）

検討・実施（継続）

検討・実施（継続）

検討（新規）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

・事業者の責任による処理への理解、ごみの適正な排出方法
  等に関する効果的な情報提供について検討、呼びかけの実施

組合

構成団体

・事業者に対し、ごみの発生抑制、排出抑制に関する取り組み
  や、販売等を行った製品や容器等でごみになったものを極力
  自主的に引き取り循環利用が行われるような取組みの啓発
  を実施

組合

構成団体

・一般廃棄物多量排出事業者に対する、減量に関する計画の
  作成、提出、指導の強化、継続

構成団体

・事業者自らが行うごみの排出抑制・資源化・減量化のため
  の取り組みについて登録制度や表彰制度等の支援方策の検
  討・実施

構成団体

・各種法律等に関する情報、処理・資源化等について、マニュア
  ルの活用等により事業者への情報提供及び指導の検討・実施

構成団体

・事業者に対して、物の製造、加工、販売時の過剰包装の抑制、
  レジ袋の削減など容器包装の簡素化やごみの発生抑制につ
  ながるような情報提供、働きかけの実施

構成団体

・事業系生ごみを排出する事業者に対し、食品リサイクル法に
  基づく資源化の取り組みを推進

組合

構成団体

②“ごみにならない仕

　組みづくり”の実践

　に向けた情報提供・

　指導

・事業の過程で生じるごみの減量化に向けた取り組みに関す
  る情報の普及・啓発・指導の実施

構成団体

①発生抑制・資源化・

　適正排出に関する

　指導・啓発

検討・実施（継続）

実施（継続）

実施（継続）

検討・実施（継続）

実施（継続）

検討・実施（継続）

検討・実施（継続）

実施（継続）
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３）生ごみの排出抑制に関する施策 

 
 

 ４）環境物品の使用促進等に関する施策 

 
 

 ５）ごみの減量化・資源化に関する施策 

 
  

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

・生ごみ処理容器等の補助事業の実施 構成団体

・生ごみの水切りや生ごみ減量に関する事例調査及び効果の
  検証等、減量に向けた施策の検討

組合

構成団体

・生ごみの排出抑制につながる効果的な情報発信・啓発・教育

  の実施・施策の検討

組合

構成団体

・調査研究、情報収集（一般廃棄物組成調査） 組合

・住民の「もったいない」という意識を高め、生ごみを出さな
  い生活スタイルへさらに向かうため、住民と行政が協働で取

  り組める場の提供や環境教育の推進等に関する施策の検討、
  実施

組合

構成団体

・食品ロスの削減手法等の取り組みに関する情報の普及・啓発
  の実施

構成団体

・食品ロスの削減に関する取組を行う事業者の登録制度等、
  取組推進に向けた施策について検討・実施

構成団体

・事業所から発生する生ごみの減量化・適正処理に関する情報
  提供・啓発の実施

組合

構成団体

・事業系食品廃棄物等の資源化として、給食残渣の堆肥化等
  による利活用の検討・実施

組合

構成団体

・飲食店から生じる食品ロス削減のため、民間事業者との連携
  に関する施策の検討・実施

組合

構成団体

・防災備蓄品の活用・配布
組合

構成団体

①家庭での生ごみの

　発生・発生抑制、資

　源化に関する施策

②事業者による食品

　ロス削減、生ごみの

　資源化・減量化に

　関する施策

実施（継続）

実施（新規）

検討・実施（継続）

実施（継続）

検討・実施（継続）

実施（継続）

検討（新規） 実施（新規）

検討（新規） 実施（新規）

検討（新規）

検討（新規） 実施（新規）

実施（新規）

実施（新規）検討（新規）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

・住民や事業者に対して環境物品（再資源化減量を使用した製
  品等）の使用（グリーン購入）について情報提供、啓発

構成団体

・組合、構成団体自らが事業者としてグリーン購入・グリーン
  契約（環境配慮契約）等の行動を率先して実施

組合

構成団体

①環境物品の使用促

　進等に関する施策

実施（継続）

実施（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①分別区分見直しの

　検討

・ごみの資源化促進のための、効果的な分別区分に関する
  検討・見直し

組合

構成団体

②紙ごみの資源化に

　関する検討

・可燃ごみに含まれる資源化可能な紙類の分別により、有効
  に資源化される取り組みについて検討、実施

組合

構成団体

・資源化の費用対効果や成果物の利用状況を踏まえ、民間
  事業者による剪定枝の資源化について検討

組合

構成団体

・家庭から出る剪定枝のたい肥化の検討
組合

構成団体

④生ごみの資源化に

　関する検討
・組合に搬入された生ごみの資源化に関する検討 組合

・プラスチック製容器包装、ペットボトル、カレット類について、
  公益財団法人日本容器包装リサイクル協会を通じた資源化
  を実施

組合

・製品プラスチックの分別区分に関する検討
組合

構成団体

⑥焼却灰の資源化 ・焼却灰のエコセメント化、溶融スラグ等への資源化を実施 組合

⑤プラスチック類の

　資源化の推進

③剪定枝の資源化に

　関する検討

検討（継続）

検討（継続）

実施（継続）

検討（新規）

検討・実施（継続）

検討（新規）

実施（継続）

検討（継続）
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 ６）事業系ごみの減量化・資源化に関する施策 

 

 ７）経済的手法などの検討・導入に関する施策 

 
 

（２）収集・運搬計画 

快適な生活環境を確保するため、住民へのサービスの充実を図りながら、安全かつ確実に収

集・運搬を実施するとともに、ごみの適正処理・資源化を推進するための効率的な収集・運搬

体制の確立を目指します。 

 
 

（３）中間処理計画 

中間処理施設については、ごみ焼却処理施設の基幹改良工事が終了し、適正な処理を引き

続き行っているところですが、全ての現有施設の維持管理を徹底し、環境負荷の低減や安

全・安定処理に努めるとともに、公害防止対策や施設の延命化対策を行います。 

また、ごみ処理の効率化を検討し、環境負荷や処理コストの低減に配慮していきます。 

１）焼却施設に係る施策 

 

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①排出事業者及び収

　集・運搬許可業者へ

　のごみ減量化・資源

　化に関する指導強化

・事業系ごみの減量化・資源化のため、排出事業者及びごみの
  受け入れを行う収集・運搬許可業者に対して、ごみの減量や
  資源化を要請

組合

構成団体

②減量化・資源化に

　関する効果的な情

　報発信

・事業系ごみの減量化に関する優良事例を収集し、他事業者へ
  水平展開を図るなど効果的な情報発信を検討

構成団体

実施（継続）

検討（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①家庭ごみの有料化

　に関する調査・研究

・家庭ごみの今後の排出状況などを考慮し、有料化のメリッ
  ト・デメリット等について調査・研究を実施

組合

②事業系ごみ処理料

　金の適宜見直しの

　検討

・事業系ごみについて「排出者責任」の考えに則った処理料金
  の見直しを検討

組合検討（継続）

実施（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

・分別区分や収集回数、形態等を適切に設定し、地域性や
  人口分布を踏まえた適切かつ効率的な収集運搬体制の検

  討・実施

組合

構成団体

・安全・安心な収集・運搬を維持するとともに、近年の
  清掃事業におけるICT（情報通信技術）等の活用も視野

  に入れた、より効率的な収集・運搬体制の構築について
  の検討、実施

組合

②新たな分別への

　対応

・新たな分別区分が追加された場合、最適な排出方法や収集
  場所、収集方法を選定し、収集・運搬体制の見直しを検討

組合

構成団体

③福祉行政等との連

　携による収集サービ

　スの実施

・高齢者社会に対応するため、福祉行政との連携を図るなど、

  高齢者等に対するごみの収集・運搬を実施

組合

構成団体

④環境等に配慮した

　収集車の導入

・環境への負荷低減を図るため、収集車についてはEV車の
  導入など、先進事例を参考に検討

組合

①安全・安心かつ効率

　的な収集・運搬

検討・実施（継続）

検討・実施（継続）

実施（継続）

検討（継続）

検討（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①公害防止対策

・周辺地域への環境負荷の低減や安全・安定処理のため、排出
  基準等のモニタリングを継続的に行い、現有する施設を安定
  的に管理しつつ、排出ガスのさらなる発生抑制のため、公害
  防止対策を講じる

組合

②ごみ焼却施設の

　適正な維持管理

・維持管理費の削減や施設運営の効率化を図りつつ、適正か
  つ安定的な処理体制を維持

組合

③地球温暖化防止

　対策
・焼却工程に伴う余熱の有効利用の継続 組合

実施（継続）

実施（継続）

実施（継続）
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２）不燃ごみ処理施設に係る施策 

 

 

３）資源化施設及び資源化方法等に係る施策 

 

 

（４）最終処分計画 

ごみの発生抑制に努め、最終処分量をできるだけ削減するだけでなく、中間処理段階にお

いても資源化を推進していきます。 

 

 

（５）その他の計画 

本計画施策を適正に進めるための進行管理や不法投棄対策、適正処理困難物等への対応な

ど、これまでの業務を安定的に継続するとともに、大規模な災害が発生した際に十分な対応

が図れるよう、以下のような検討を進めます。 

 

  

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①不燃ごみの処理方

　式に関する検討

・新たな破砕処理施設の整備、民間施設の活用についての調
  査・検討を行うとともに、業務の効率化及びごみ処理経費の
  削減に向けた検討

組合検討（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①資源化施設の整備、

　民間施設の活用に

　関する調査・検討

・現有施設の耐用年数、ごみ質の変化、資源化率の向上、財政
  的な効果などを考慮し、現有施設の延命化や新たな資源化
  施設の整備または民間施設の活用について調査・検討を実
  施するとともに、業務の効率化及びごみ処理経費の削減に
  努める

組合検討（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①最終処分量の削減

・家庭や事業所から排出されるごみの排出抑制を推進すると
  ともに、資源の分別排出の徹底により焼却対象量を減らすこ
  とで、最終処分量を削減

組合

②最終処分先の安定

　的な確保
・将来にわたる最終処分対象物の受け入れ先の安定的な確保 組合

実施（継続）

実施（継続）

項目 施策の内容

R６～R１０

2024～2028

（中間目標年度）

R11～R15

2029～2033

（最終目標年度）

実施主体

①計画進行管理 ・計画の施策を将来にわたって適正に進めるための進行管理
組合

構成団体

②不法投棄対策

・ごみの適正処理を推進するために、住民・事業者・警察・組
  合・構成団体の連携による監視体制の強化、不法投棄の未然
  防止

組合

構成団体

③適正処理困難物等

　への対応

・住民・事業者に対し、処理困難物の持ち込み防止のための適
  正処理・処分方法に関する情報提供及び普及啓発

組合

構成団体

・災害時においては、構成団体と組合との連携により、「災害
  廃棄物処理計画」等に基づき、災害廃棄物を円滑に処理でき
  る体制を構築

組合

構成団体

・国、千葉県及び協定を締結している自治体に協力を求め、災
  害廃棄物の適正処理を維持する体制を継続

組合

・ごみ焼却による余剰エネルギーの有効利用を継続するとと
  もに、ごみの収集車両について低燃費車両等の導入に関す
  る検討を進める

組合

・ごみ減量施策の積極的な推進による焼却ごみ量を減量化し、
  設備改修等の実施に際しては、省エネルギー機器の導入や
  機能改善を実施

組合

④災害廃棄物対策

⑤地球温暖化防止

　対策

検討・実施（継続）

実施（継続）

実施（継続）

実施（継続）

検討・実施（継続）

実施（継続）

検討（継続）
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■食品ロス削減推進計画 

１ 食品ロス削減の背景 

近年の食品ロスに関する国際的な関心の高まり等を背景に、令和元年（2019年）５月に「食

品ロスの削減の推進に関する法律（食品ロス削減推進法）」が成立（同年10月１日施行）しまし

た。また、令和２年（2020年）３月に閣議決定された「食品ロスの削減の推進に関する基本方

針」を踏まえて、都道府県及び市町村は、「食品ロス削減推進計画」の策定に努めなければなら

ないとされています。 

 

２ 食品ロスの現状 

組合全体では、燃やすごみに含まれる家庭系可燃ごみのうち、過剰除去が0％、食べ残しが

1.0％、直接廃棄が2.3％で、「食品ロス」合計で3.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 食品ロスの課題 

家庭から出る食品廃棄物は、燃やすごみとして処理されていますが、食品は多くの水分を含

むため、焼却の際はたくさんのエネルギーを使い、排出される二酸化炭素（CO2）による地球温

暖化を助長する要因となります。 

 計画的に必要なもの・量だけを購入することや、賞味（消費）期限表示を正しく理解し、無

駄なく使いきることなどの行動の促進と食品ロス削減の意識向上に向けた更なる情報発信が

必要となっています。 

食品産業全体では、飼料や肥料への再生利用が進んでいますが、食品廃棄物の発生量そのも

のを減量する努力が必要です。 

 

４ 食品ロス削減の目標 

食品リサイクル法に基づく基本方針では、国は令和12年度(2030年度)までに平成12年度

（2000年度）比で半減させることを目標としています。 

このことから、家庭系ごみ、事業系ごみとも、排出される食品ロスについて、令和４年度（2022

年度）実績から約15％の削減を目指します。 
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５ 食品ロス削減に関する施策 
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